
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

県立及び市町村立学校全教職員数に対する受講者の比率

・　「社会に開かれた教育課程」の趣旨の理解、ひいては学校マネジメントの重要性の理解が、教員間に
おいて十分に進んでいるとはいえないこと。
・　出前講座、要請訪問（申請訪問）の希望数増加により、実施件数がほぼ上限に達していること。

・　教職員に対して体系的、計画的に学校マネジメント、校内人材育成の重要性の理解を図ること。
・　島根県教育センター、同浜田教育センター、教育庁各課・教育事務所との連携を強化すること。

％

150.0

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・　教育センター研修受講者の研修成果が、各校における組織的な人材育成に十分に活用されているとは
いえない状況がある。
・　大量採用に伴う新任教職員研修受講者の増加により、「授業づくりの研修」等にあたることができる
指導体制が逼迫している。
・　教育センター指導主事が研修等で出かける日数が増加しており、ほぼ限界に達している。

６.成果があったこと（改善されたこと）

校

163.0

0852-22-5444

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 公立小・中学校及び県立学校の教職員

（２）意図
児童・生徒が心身の健康と確かな学力を身に付け、社会の一員として自立して生きていく力を育むために、教職員の資質能力、指導力の向上
を図る。

106.0

・「島根県公立学校教員人材育成基本方針」や「島根県教職員研修計画」に基づき、各研修を効果的に実施する。
・学校における教育活動の活性化のために、校内研修への積極的支援を行う。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

100.0 100.0

事務事業の名称 教職員研修事業

事務事業担当課長 教育指導課長　　常松　徹 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅲ－１－２
発達段階に応じた教育の振興

研修受講率
目標値 100.0 100.0

30年度 31年度年度 27年度

　教職員の資質能力及び指導力の向上を図るため、「島根県教職員研修計画」に基づき、研修（１２２講座、受講者数　８６０６人）を実施したほか、出前講座（１６
３件、２５９１人）や要請訪問・申請訪問（１７８件）により校内研修の支援を行った。また、鳥取県・島根県連携講座（６６講座、受講者数１２５人）を実施するな
ど、関係諸機関との連携を意識した取組を行った。
　すべての研修から無作為に抽出して実施する「年度末受講者アンケート」の結果によると、研修終了後、所属校において研修内容を活用した割合は全体の９９．
０％、研修内容を他の教職員に伝えた割合は９６．１％に達した一方で、伝達を受け他の教職員も当該研修内容を活用したと回答した割合は４８．４％に留まっている
ことが明らかとなった。

うち一般財源（千円） 12,327 14,793

達成率

121.0

％

％

教育センターの出前講座の実施講座数
実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 12,327 14,793

・　教育センター指導主事を兼務する県教育庁各課及び各教育事務所所属の当該指導主事との連携をいっそう進め、初任者研修をはじめとする各種研修を当該指導主事
が引き続き担当することにより、研修の質の向上と運営の効率化を図る。
・　「人材育成基本方針」の育成指標に示す各キャリアステージに位置付けられるすべての受講者に対して、学校マネジメントの趣旨を意識した研修講座を実施し、そ
の理解を図る。
・　本県の子どもたちに身に付けてもらいたい力（「主体的に課題を見つけ、様々な他者と協働しながら、定まった答のない課題にも粘り強く向かっていく力」）の育
成のための研修講座を、教育センターが主導しながら県教育委員会事務局が協働して企画することで、「教育の魅力化」を推進する。
・　出前講座は校内研修推進のきっかけであり、研究主任等を中心に校内研修の活性化につなげることの重要性の理解を図るとともに、可能な限りカリキュラム・マネ
ジメントの手法の具体についても言及する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・　「総合的な学習の時間改善に向けたカリ
キュラム・マネジメント研修」を新設し、県内
11市町会場で実施するなど、新学習指導要領の
趣旨に照らし、各研修講座の見直しを積極的に
図るとともに実践することができた。
・　学校・教職員への総合的な支援を行うとと
もに、校内研修支援の充実やカリキュラムセン
ターとしての機能を発揮するための「学校・教
職員支援事業」に力を入れ取り組んだ。その結
果、平成２８年度は１５７件、同２９年度は１
６３件の出前講座を実施することができた。ま
た、島根県教育センター、浜田教育センター合
わせて１７８件の要請訪問（申請訪問）、及び
１１０件の要請訪問以外の支援（教科等、教育
相談、特別支援教育、情報教育）にあたること
ができた。
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－ 104.7 108.7

150.0150.0
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前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名 校内研修に対する支援
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